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子どもの人権連

◆	活動の基調	◆
　子どもの権利条約発効以来、日本国内での実施や普及はまだまだの状態です。私たちは、内外の子ども
をめぐる状況をつかみ、子どもの権利条約の実現、普及のための活動をすすめます。
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子どもの権利条約批准20周年・批准15周年をむかえて

Ⅰ　�子どもに対する向き合い方・姿勢の変
化―子ども支援への発想転換

＜子どもとどう向き合うか＞

「わたしは、子どもの権利条約に助けてもら

いました。だから、いま子育てに悩んでいる若

いお父さん、お母さん方にもどうしても子ども

の権利条約を伝えていきたいのです。」

この言葉は、私が代表をつとめてきた情報セ

ンター「子どもの権利条約ネットワーク」の事

務局を長年支えてきたお母さんからもらった。

私たちは、1989 年に国連で採択された子ども

の権利条約を日本社会に普及しようと、情報セ

ンター「子どもの権利条約ネットワーク」を、

1991 年に立ち上げた。

もうそれから 18 年。私はある時ふっと疑問

に思って、どうして子育て真っ最中のお母さん

が事務局を担ってくれるのか、率直に理由を聞

いてみた。お母さんは、さきほどのように返答

したあと続けて話してくれた。

「私がまだ小さな子どもをかかえて、子育て

の負担に耐えられない思いでいたときに、子ど

もの権利条約に出会ったのです。小学校のＰＴ

Ａの講演でした。話の内容がすべて理解できた

わけではないけれど、親が子育てのすべてを背

負い込む必要はないんだ。子どもに任せていい

んだ。すべてを親が背負い込むとかえって子ど

も自身の「自分育ち」の芽を摘み取ってしまう

ことにもなりかねない。子どもと一緒に育てば

いいんだ、と理解できたのです。そう感じたと

き、いままで肩に背負ってきた負担感がスーと

軽くなり、その後子育てがとても楽しいものに

なっていったのです。」

＜子どもは、親や教師の作品ではない＞

子どもの権利条約が国連で採択されてから

20 年たった。そのなかで、日本の子どもにとっ

てなにか良い変化や効果があったのだろうか。

こう問いかけてみると、少なくとも私たちお

とな社会が無意識にとってきた子どもに対する

態度、姿勢について、根本から見直しが始まっ

たことに注目しておきたい。

いままで、日本では、子どものことはすべて

おとなが何とかしてあげなくては、守ってやら

なければ、という発想が強かった。そのことが

子ども自身の自立や「自分育ち」を往々にして

妨げてきたのではないか。

加えて、最近は、少年事件などが相次ぐなか

で、親、教職員の教育責任が過剰に追及される

ことが多く、他方で育児雑誌などから大量のマ

ニュアル情報が押し寄せ、子どもをもつ親たち

に多大なプレッシャーがかかる時代になった。

「自分が何とかしなければ」という気持ちは

いっそう強くなり、教職員や親たちが追いつめ

られている。そんなときに、子どもの権利条約

は、「子どものことは子どもにまかせたらどう

か」と問いかけているのである。

子どもの権利条約批准 20 周年・批准 15 周年をむかえて
子どもの取り組みでなにが変わったのか

子どもの権利条約総合研究所　喜多明人
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子どもの権利条約批准20周年・批准15周年をむかえて

子どもは、親や教師の作品ではない。子ども

は自分の育ちや生活、人生を自分でデザインし

ていく存在だ。確かに「教えられて育つ」部分

は大切である。しかし、それだけでは子どもは

人間になれない、子どもには、自分自身の意思

と力で自分を育てる機会が必要である。そう子

どもの権利条約はメッセージを送っている。

子どもの権利条約は、子どもが人間として育

つために、「人間としての意思が尊重される権

利があること」（意見表明権 = 条約十二条）、「お

となの介入なしに自由に遊ぶ権利」（条約三十

一条）、「自分らしく居る権利」（アイデンティ

ティの権利 = 条約八条、二十九条など）が大切

であることを私たちに伝えてくれた。

＜子ども支援の新たな息吹き＞

子どもの権利条約が誕生して 20 年。はたし

てこの 20 年は、日本の子どもにとって幸せな

時代であったのだろうか。

そう問えば、条約批准の年、1994 年の暮れ

に起きた愛知の男子「いじめ苦自殺」事件に象

徴される「いじめ」問題、ますます深刻化する

「子ども虐待」、「不登校」問題、1997 年の神戸

須磨の小学生連続殺傷事件や、1998 年の栃木

県中学校女教師殺傷事件などの少年事件を契機

とする厳罰主義の台頭、2000 年には刑事年齢

の 14 歳引き下げなどをはかる少年法改正、

2006 年には規範教育強化をはかる教育基本法

改正など、この 20 年は、“子ども受難の 20 年”

であったともいえる。

このように、日本の子どもにとってこの 20

年はけっして良い時代ではなかったのだが、す

でに見てきたように良い意味での変化もあっ

た。子どもの自己形成、自己実現を後押ししよ

うというおとな社会の態度の変化は、まちがい

なく日本の社会に根付いてきている。

教育界でも、この間に、子どもに対する向き

合い方＝指導関係を見直して、子どもの参加を

全面的に支えていく支援関係への転換を図る実

践が見られた（詳しくは、喜多ほか編『子ども

のともに創る学校』日本評論社、参照）。しかし、

教育界は、「学力」問題や学習指導要領改定に

伴う「総合」の見直しなどにより、こうした動

きが停滞し始めている。

しかし、地域や民間、自治体施策の側面では、

そのような子どもの自己形成を支援していく活

動が展開されてきた。とくにこの 20 年は市民

活動・市民ＮＰＯの台頭とその成長が著しかっ

たということができる。その足跡をたどってお

きたい。

Ⅱ　�子ども支援と市民活動の動きをふりか
える� 市民・ＮＰＯ活動の20年

子どもの権利条約の実施状況をふりかえって

みると、子どもの権利条約が、締約国の義務と

して、国内の子どもの権利保障の他、海外とく

に途上国の子どもの権利保障についての国際協

力の促進をうたってきたことから、日本におい

ても、①国内の子どもの権利実現に関する市民

活動、ＮＧＯ・ＮＰＯ活動のほか、②国際協力

を目的とした市民活動、ＮＧＯ・ＮＰＯ活動さ

らには幼い難民を考える会など国内の外国籍、

他民族の子どもの権利実現といった「内なる国

際化」をめざす市民活動も行われてきた。

その活動形態としては、『子どもの人権大辞

典』（エムティ出版）によれば、⑴広報・啓発、

⑵援助・救済、⑶監視・検証、⑷提言・働きか

け、⑸サービス提供、に分けられることができ

る。

まず前者の分類＜①、②＞を基礎として、国

内の活動と国際支援の活動に分け、国内活動に

ついては後者の分類にそってこの 20 年を総括
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子どもの権利条約批准20周年・批准15周年をむかえて

しておくことにしたい。

１�　国内の子ども支援市民活動・ＮＰＯの成長

と展開

まず、先述の『子どもの権利条約ネットワー

ク』をはじめとする国内の子ども支援の市民活

動・ＮＰＯ活動の形成と展開である。条約採択

以前から、子育て支援については多くのサーク

ル・グループが活動し、全国組織としても日本

子どもＮＰＯセンターなども設置された。

しかし、子どもの自分育ち―子育ち―を直接

支えていく子ども支援の市民活動については、

1990 年代になって飛躍的に発展してきたとい

える。それは子どもの権利条約の採択・国内批

准とパラレルな問題であり、条約の普及と共に、

子ども支援を目的とした市民・ＮＰＯ活動が、

全国的に展開することになった。まず典型例を

いくつかを紹介したい。

＜ 1990 年代を象徴する子ども支援ＮＰＯ＞

チャイルドライン（子ども専用電話）

もともといじめや虐待から子どもを救うヘル

プラインとして世界各国ではじまったチャイル

ドラインではあるが、日本では、子どもの声、

子どもの気持ちに寄り添い、無条件に受け止め

ていこうと活動してきた。チャイルドラインは、

1990 年代末に発足後、全国 35 都道府県、65

団体に発展している。

ＣＡＰ（Center for Assault Prevention）

子どもの権利学習、子どものエンパワーメン

トを目的とするワークショップ系の団体。1990

年代半ばに活動を展開しはじめる。神戸小学生

連続殺傷事件を契機として全国化し、2008 年 3

月現在で、47 都道府県 164 グループが、各地

域で権利学習を進めている。ＣＡＰプログラム

への参加は、子ども約 200 万人（2,047,187 人）、

おとな約 150 万人（1,483,603 人）述べ 350 万

人以上にのぼる。

フリースクール、フリースペース

1990 年代に不登校の子どもたちが増加し、

子どもたちは学校以外の居場所を求め始めた。

ところが、地域には子どもが求める居場所がな

かったために追い詰められて「自殺」する子ど

もも出てきた。そのため市民団体中心に、子ど

もたちがありのままの自分でいることのできる

居場所＝フリースペース、あるいは自分らしく

学べる居場所＝フリースクールなどを提供して

きた。

プレイパーク（冒険遊び場）

1979 年国際児童年の年に世田谷で始まった。

おとなに干渉されない自由な遊びを求め、ＩＰ

Ａ（子どもの遊びの権利協会）日本支部を中心

にして、創造的な遊びを体験するプレイパーク

（冒険遊び場）づくりを全国で展開。

「子どものまち」

ドイツのミニ・ミュンヘンをきっかけとして

日本でも展開してきた。おままごとは「家庭」

を遊び道具にした遊びであるが、「子どものま

ち」は、「町」を遊び道具にした遊びであり、

独自の紙幣のもとで子どもが仕事をして稼いだ

お金で食事をしたりする。子どもの発想でまち

を作り上げていく。ミニ佐倉が最初で、全国に

普及している。

なお、この 20 年間、こうした市民による子

ども支援の多様な活動の源流には、広く子ども

の文化を残し守っていこうと続けてきた、子ど

も劇場、親子劇場（1966 年福岡で始まり、子
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子どもの権利条約批准20周年・批准15周年をむかえて

どもの自主的な文化活動や優れた芸術鑑賞活

動、キャンプなどの共同体験などを行ってきた

文化サークル）の文化活動が背景にあったこと

も指摘しておきたい。

＜国内の子ども支援市民活動、ＮＧＯ・ＮＰＯ

の活動＞

以上紹介してきた特徴的なＮＰＯを含めて、

以下もう少し厳密に機能面から分類して、この

20 年間に広がってきた国内の子ども支援ＮＧ

Ｏ・ＮＰＯの活動についてみていこうと思う。

機能上は⑴広報・啓発、⑵援助・救済、⑶監視・

検証、⑷提言・働きかけ、⑸サービス提供、に

分けて整理しておきたい。

Ａ　広報・啓発、情報・意見ネットワーク

⑴広報・啓発に関しては、1980 年代に活動

を開始した「子どもの人権保障を進める各界連

絡会」（略称：子どもの人権連）が軸となって、

子どもの権利条約の普及を行ってきたことが大

きいといえます。1989 年の条約国連採択と同

時に、外務省に先駆けて、いち早く条約の日本

語版（国際教育法研究会訳）を公表し、民間訳

を定着させたことが注目されてきました。とく

に CHILD の訳に関しては、民間では、未成年

者の概念を含んで用いた「子ども」という訳が

広報・啓発分野で定着し、中学・高校生世代に

は伝わらない言葉で、かつ保護の対象としての

意味合いの強い「児童」という政府訳を限定化

していくような役割を果たした。その後、主に

広報・普及・学習分野では、子どもの人権連の

ほか、子どもの権利条約ネットワーク、ＤＣＩ

日本支部などのほか、地域の子どもの権利グ

ループ、ＮＧＯによって活動が広く行われてき

た。

Ｂ　相談・救済、居場所づくり

⑵援助・救済や⑸サービス提供の分野では、

従来行ってきた救済制度（児童相談所など）や

公的サービスでは実質的に子どもの権利実現に

つながらない、あるいは満たされない分野にお

いてＮＧＯ活動が広がってきた傾向がある。

一つは、子どもからの直接的な声やＳＯＳを

受けとめる機能である。

いじめ、虐待などからの権利救済を目的に、

子どもがＳＯＳを発信できる力をもてるよう

に、安心して自分を出せる居場所や関係づくり、

さらには、自己の人権を自分自身で守れる力を

もてるように、「子どものエンパワーメント」

をはかる、いわゆる子ども支援ＮＰＯが登場し

てくる。すでに紹介した匿名関係によって安心

して声を出せる子ども専用電話「チャイルドラ

イン」や、ありのままの自分でいられる居場所

や関係性を創り出してきた「フリースペース」、

子どもの権利を、安心、自信、自由と表現して

子どもの権利の自覚化と自己の権利を守るスキ

ルを学ぶ「ＣＡＰ」（キャップ）、学校以外の学

びと居場所を提供してきた「フリースクール」、

自由に自己の責任で遊ぶ「プレーパーク」（冒

険遊び場）などの取り組みに象徴される市民活

動が展開されてきた。

Ｃ　監視・検証、提言・働きかけ

日本では、子どもの権利条約の実施について

監視し、検証していく市民活動も活発であった。

検証の主体は、日本弁護士連合会のほか、先に

紹介した子どもの人権連やＤＣＩ日本支部を中

心として多くの市民ＮＧＯ／ＮＰＯが条約実施

の検証活動に取り組んできた。ただし、その場

合に条約実施について政府の政策批判をするだ

けでなく、条約実施の担い手でもある市民ＮＧ

Ｏ／ＮＰＯ自体が、独自な役割として「なにを
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子どもの権利条約批准20周年・批准15周年をむかえて

なしえたのか」、を同時に自己評価し、検証し

ていくことが重要である。1996 年の子どもの

権利条約フォーラムに置いては、「市民レベル

での検証」を提唱した（注 3）

２　国際支援の市民活動・ＮＰＯの動き

国際協力の関係では、子どもの権利実現を主

たる目的としている国際子ども権利センターが

あるほか、ユニセフ（日本協会・駐日事務所）

やアムネスティ・インターナショナル日本支部、

セイブ・ザ・チルドレン・ジャパンなど国際的

な組織とつながりのある国際支援団体が活動し

ているほか、個別地域、分野領域のＮＧＯであ

る日本フォスタープラン協会、パレスチナ子ど

ものキャンペーン、エクパット・ジャパン・関

西などや、宗教系のアーユス（仏教国際協力ネッ

トワーク）、ＳＶＡ（曹洞宗国際ボランティア会）

など、またボランティア支援を行っているＪＶ

Ｃ（日本国際ボランティアセンター）やＩＹＦ

（国際青少年育成財団）なども子ども支援に援

助を行っている。（注 4）

これらの団体では、上記の活動形態⑴～⑸を

組み合わせた多様な活動を行っており、日本の

ＮＰＯは子ども支援だけでなく多くの分野で国

際的な支援に実績を残してきた。ただし子ども

の支援に限っていえば、概して、①子どもの権

利や意見表明・参加の視点が弱かったこと、②

海外の期待に合わせて国際的な経済支援には熱

心ではあったが国内の子どもの権利とのつなが

りが希薄であったこと、などが問われており、

また③一方的な支援ではなく相互の「分かち合

い」「助け合い」「学び合い」を軸とした人権と

しての国際協力が求められている。

なお、子どもの権利条約の視点をふまえて、

地球規模での子どもの権利問題を総合的に経験

交流、情報交換していこうという趣旨から、国

際協力関係のＮＧＯ・ＮＰＯと国内の子ども支

援ＮＧＯ・ＮＰＯとの合同の全国的な交流会を

開く努力も続けられており、1993 年以降、「子

どもの権利条約フォーラム」（子どもの権利条

約ネットワークの呼びかけ、現地実行委員会・

地元子ども支援ＮＰＯ・グループ及び約 50 の

賛同団体で構成）が開催されてきた。昨年は三

重県、今年は富山県富山市を会場として実施の

予定である。

３�　関係性の再構築と子どものエンパワーメン

ト

―市民・ＮＰＯ活動の基本的な役割として―

＜子どもをめぐる関係不全状況＞

このような市民・ＮＰＯ活動は、1990 年代

以降に深刻化してくる子どもの権利侵害状況、

それをつくりだす主たる原因となっている「関

係不全」状態を反映してきた。子ども同士の関

係不全である「いじめ」、親子関係の不全を象

徴する「児童虐待」、教員と子どもとの関係不

全による「学級崩壊」、また、最近では子ども

の安全を脅かす「不審者の横行・通り魔的な犯

罪」など地域の関係不全状態も深刻化している。

そこでは、基本的な課題として、①子どもを取

り巻く関係性の再構築、およびそれによる②子

どものエンパワーメントが問われているといえ

ます。

＜関係性の再構築―市民的共同＞

①については、性急な形で家庭や学校に対し

て関係性の改善を求めることは、とかく孤立し、

子育て責任を背負い込みすぎる傾向が強い日本

の家庭や学校にとっては、かえって負担感をか

かえる親や教職員を追いつめてしまう可能性が

ある。そこでは、子どもを支える地域を活性化
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し、地域固有の役割を引き出していくことが重

要である。

地域の関係性の再構築に当たっては、かつて

のような封建的な関係性の再生ではなく、21

世紀に相応しく市民性を基盤にした新しい関係

作り、すなわち市民的共同を実現していくこと

が求められる。その共同の基軸が、市民ＮＧＯ・

ＮＰＯであり、そのパートナーとしての自治体、

公的施設であるといってよい。

とくに日本の市民活動の中では、“子ども市

民”を軸にした関係性の再構築が進んでいると

ころに特徴がある。神奈川県大和市では 16 歳

からの住民投票条例を制定したが、このような

市民としての子どもの自発的な活動を支援して

いくために、子どもの権利条約ネットワークを

はじめ、各地の子どもＮＰＯが、子どもの意見

表明・参加を支援していくファシリテーターの

養成と供給を始めている。

４�　人の意識を変える子どもの権利運動の展開

を

ところで日本の社会においては、子どもには

「権利よりは責任」、「権利はわがまま」という

反応など、法制度以前の人びとの意識の改革が

求められており、保護の対象としての子ども観

から、権利主体としての子ども観への転換、さ

らには「権利」に対する誤った認識（権利はわ

がままを助長する、といった発想）や「権利よ

り責任」論などを克服していくことが求められ

ている。このような意識改革は、広く日本の市

民社会において実践的に克服されていくべき課

題であり、その意味で、これまで紹介してきた

条約実施における市民活動、子どもＮＧＯ・Ｎ

ＰＯの活動が注目されてきたといえる。そのよ

うな動きは国際社会の動きとも連動するもので

あり、国連子どもの権利委員会は、従来から

「サービス提供者としての民間セクターおよび

子どもの権利の実現におけるその役割」を重視

し、民間サービス提供者が子どもの権利尊重責

任を有すること、民間サービス提供者が条約を

全面的に遵守していくための国家的な支援など

について勧告した（2002 年 9 月第 31 会期）。

これに呼応して、セーブ・ザ・チルドレン世界

連盟は「権利基盤型アプローチ」に基づく行動

指針を作ってきた（同連盟ハンドブック 27 ペー

ジ、詳しくは平野論文・人権連インフォメーショ

ン参照）。

日本の市民活動は、1998 年のＮＰＯ法（特

定非営利活動促進法）の制定以降、ようやく社

会貢献型のＮＧＯ・ＮＰＯとして社会的認知度

が高まり始め、子ども関係の市民団体も、上述

したような子ども支援のＮＧＯ・ＮＰＯとして

急成長してきた。今日では、子どもの権利条約

の実施と関わり、子ども支援の実践的なレベル

での市民と行政との協働（コラボレーション）

が進み始めている。

このように、日本社会は、明らかに 20 世紀

型の行政独占型の公共サービスから、市民参加

による質の高い公共サービスを提供する「市民

的公共性」の追求が始まっている。ただし、日

本のＮＧＯ・ＮＰＯも課題も多く山積している。

一つは、「経済大国」という看板とは裏腹に、

日本のＮＧＯ・ＮＰＯは、ほとんど財政的支援

のない脆弱な経済基盤で活動してきており、そ

の社会的な経験の蓄積も不足している中で、活

動の継続性が困難な場合もあり、また欧米のＮ

ＰＯの影響を受けやすい状況にもある。とくに、

欧米流の企業等のバックアップによる大規模助

成を受けるＮＰＯについてのリスクについて、

あるいは、ＮＰＯ実践が開拓してきたスキル等

の質的管理＝クオリティ・コントロールの手法

（＝特許的な資格講座など）について、充分に
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は受けとめきれないままに、社会的に混乱を招

くなどの現象も見られた。そのようななかで、

日本独特の「草の根」的な市民活動の特長を生

かしつつ、財政面での自律と説明責任を果たす

21 世紀型の市民ＮＰＯへと成長が求められて

いるといえる。

５　子ども支援と地域自治体の動き

子どもの権利条約の 20 年のなかで、市民活

動と共に大きく変わってきたのが自治体子ども

施策である。子育て支援の政策は、国のエンゼ

ルプラン以来自治体でも重点施策として展開さ

れ、最近では次世代育成支援行動計画の策定・

実施によってより地域に密着した事業が展開さ

れてきた。しかし、その効果は必ずしも十分で

はなく、子育ての当事者への支援だけでなく、

子どもへの直接的な支援が重要であること、子

どもの自己形成をはかり元気を取り戻すことが

子育て当事者にとっても力になるということが

自覚されてきた。

子どもの意見表明・参加の支援事業を行って

きた近江八幡市や滋賀県、鶴ヶ島市などや、と

くに思春期の子どもの居場所支援の事業を展開

してきた杉並区（「ゆう杉並」）、町田市（こど

も文化センター「ばーん」）、高浜市（「バコハ」）

茅野市（「中高ランドちのちの」）などの活動が

ある。1998 年には、兵庫県川西市が「子ども

の人権オンブズパーソン条例」を制定し、既存

の救済制度では救われない子どものいじめ・虐

待などについて、子どもが安心して相談でき、

子どもを取りまく関係の改善、調整など、子ど

も固有の相談救済を行う＜子どもオンブズパー

ソン＞を創設した。

このような類似制度は、市町村レベルでは、

川西市のほか、岐阜県岐南町、川崎市、多治見

市、目黒区、福岡県志免町、豊田市　豊島区、

札幌市、福岡県筑前町に設置されてきた。県レ

ベルでは、埼玉県、秋田県で設置されている。

2000 年には、川崎市が、「子どもの権利に関

する条例」を制定し、先に挙げたような、子ど

もの参加支援、居場所支援、救済制度など子ど

も支援の施策推進をはかり子どもの権利の総合

的な保障を図る取り組みが開始された。

川崎市を皮切りとして、子どもの権利の総合

条例（名称は異なっても実質的に権利条例のも

の）は、奈井江町、小杉町（市町村合併後、射

水市）、多治見市、目黒区、芽室町、魚津市、

豊島区、岐阜市、名張市、白山市、志免町、豊

田市、名古屋市、上越市、日野市、最近では

2008 年 11 月に札幌市、12 月には、いじめ苦

自殺を契機として福岡県筑前町がつくり、合計

18 の自治体に広がっている。（注 5）

６�　結びにかえてー子どもには愛される権利が

ある

条約が採択されて 20 年。以上のような市民・

ＮＰＯや自治体による子ども支援の努力がある

ものの、日本の子どもは総体としては幸せと感

じてはいないように思える。

その証左の一つとして、日本の子どもの自己

肯定感（自尊感情・セルフエスティーム）の低

下の問題がある（注 6）。自分を誇れない。自

信がない……。肯定できる自己の喪失感だ。

それは、日本の子どもたちが激しい受験競争

による学力という一律のものさしで測られ続け

ている結果であるとみられている。しかし、そ

れだけではあるまい。日本の多くの子どもたち

が、「自分が大切にされていない」「愛されてい

ない」と感じはじめている結果ではないか。

大切にされていない子どもは、周りを大切に

しない。愛されてこなかった子どもは、人を愛

せない……。小中高校の年間「暴力行為」は 5
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万件をこえてしまった（「戦後最悪」…11 月文

部科学省調べ）。そこには受容感を失いつつあ

る子どものＳＯＳが象徴されているように思え

てならない。

子どもには愛される権利がある（ヤヌシュ・

コルチャック）。「子どもが、人格の全面的かつ

調和のとれた発達のために、家庭的な環境の下

で、幸福、愛情および理解のある雰囲気の中で

成長すべきである」という子どもの権利条約前

文の言葉を改めてかみ締めておきたい。

注

１　子どもの権利条約総合研究所偏『子どもの

権利研究』3,5 号、日本評論社、参照。

２　ジャン・シャザル『子どもの権利』清水・

露生共訳、白水社、1960 年、20 ページ。

３　同フォーラム実行委員会偏『検証　子ども

の権利条約―市民が作る子どもの権利条約白

書』1996 年、日本評論社参照。

４　詳しくは、『子どもの権利ネットワーキン

グ』クレヨンハウス、1997 年、及び「世界

と日本の子どもたちをサポートする　ＮＧ

Ｏ・ＮＰＯ　DATA2003」『月刊子ども論』

2003 年 6 月など参照。

５　子どもの権利条約総合研究所編『子ども条

例ハンドブック』日本評論社、2008 年。

６　荒牧ほか編『子ども支援の相談・救済』日

本評論社、2008 年。
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第 8 回子どもの権利条例東京市民フォーラム

の集いが 2008 年 10 月 4 日、東洋大学白山校

舎を会場に開催されました。まず、子どもの権

利条例東京市民フォーラム代表の喜多明人さん

から、子ども支援の活動を次世代育成支援・後

期計画にどのように生かしていくかを獲得目標

に、参加型の集会としようと挨拶があり集いが

スタートしました。

SESSION ‐ 1 では、子ども条例を整備して

いる調布市、世田谷区の参加を得て、それぞれ

の子ども条例の成立経過や内容、自治体の次世

代育成支援行動計画の策定に条例が果した役

割、後期計画に向ける視点などを聞きました。

続く SESSION ‐ 2 では、子ども支援の総合化

を後期計画にどのように盛り込んでいくかに焦

点をあて、森田明美さん（子どもの権利条例東

京市民フォーラム事務局長／東洋大学教授）の

問題提起を受けるかたちで、会場とのフリー

ディスカッションを含め議論を深めました。さ

らに SESSION ‐ 3 特別報告では、子どもシェ

ルターを運営す

る「カリヨン子

どもセンター」

の現在について

報告を受けまし

た。

【次世代育成支援地域行動計画・後期計画】日

本の急速な少子化の進行などをふまえ 2003 年

7 月、国が制定した「次世代育成支援対策推進

法」は、次世代育成支援に関する取り組みを集

中して行うために、すべての地方自治体（都道

府県、区市町村）および事業主（従業員 300 人

を超す企業）に行動計画の策定と実施を求めた。

2005年から10年間を行動計画の実施期間とし、

さらに 5 年間を一期として見直すよう求めてい

る。09 年度中には見直しが行われることから、

現在、そのための基礎調査が各自治体で始まっ

ている。

■SESSION‐ 1

次世代育成支援・後期計画と子ども条例
=調布市子ども条例、
� 世田谷区子ども条例の取り組みから=

●世田谷区子ども条例と子ども計画・子ども政

策

山崎廣孝さん（世田谷区子ども家庭支援課長）

―2003 年、都内で初めて制定された子ど

も条例を法的根拠に、周産期を含む子育ち・子

育て支援を次世代育成支援行動計画に盛り込ん

だ世田谷区から、聞きました。

１．子ども条例制定までの取り組み

子ども行政の部門に異動したのは今年の 4

月。初めての仕事になります。さて、世田谷区

の概況は紙面に詳報していますが、人口が微増

していて、赤ちゃんが生まれる数も次第に増え

第 8 回子どもの権利条例東京市民フォーラムの集い
次世代育成支援・後期計画と子ども条例

～連載②／全 3 回～

子どもの権利条例東京市民フォーラム事務局　加藤千鶴子
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ている自治体です。

2002 年 4 月 1 日施行の世田谷区子ども条例

（2001 年 12 月議 会で 議 決 ）の制定 背 景は、

1994 年の権利条約の批准・発効があり、さら

に児童福祉法改正を経て、すべての子どもの健

全な育成が示唆されるなど、社会の変化があっ

たことが大きいと思います。

まず、1997 年に、地域福祉保健審議会から「子

どもを取り巻く環境整備について」という答申

が出され、1999 年、区が「子どもを取り巻く

環境整備プラン」を策定していった。条例の検

討に着手したのが 2000 年 9 月。同年 10 月か

ら 2001 年 5 月の間に区民意見の募集が行われ

ています。

それらと併行して区議会の議論もありまし

た。区のＨＰから区議会議事録を検索すると、

子ども条例に関する議員と理事者の質疑が１Ｐ

2500 字× 100 頁分くらい出てきます。それを

読みますと議会での議論がよくわかります。決

定の場である議会で区民の代表である議員が何

を課題、問題にしているかがここに凝縮されて

いる。いろんな会派があって、いろんな意見が

ある中でこの条例が合意されたということがよ

くわかります。世田谷区議会のＨＰから議論に

目を通されると、世田谷区ローカルですが、こ

こに全国の自治体の抱えている問題点や子ども

施策への意識が、実は芽生えていたということ

がおわかりになると思います。

その中でも印象的でしたのが、まさに今日の

「子どもの権利条例東京市民フォーラム」から

「世田谷区の条例案はけしからん」という意見

書が出されていたことでした。当時、私はその

渦中にはいなかったので、今回区議会の議事録

を読みましたら、どこそこの子どもフォーラム

の先生方がというくだりがあって、さらに読ん

でいってこれはきちんと確認がいると思いまし

て、資料を探して読んでみたら、みたことのあ

る先生方の名前のある意見書に、「世田谷区は

こんな条例つくって、子どもの権利なんかかか

れていない」とばっちり出てきた（笑）。それ

を議場で採用し、条例反対の根拠として主張さ

れている議員がいらっしゃいました。

で、今日まさにその先生方にお呼びいただけ

たということは、当時のお叱りがようやく解け

たのではないか、そんなふうに勝手に解釈して

今日はここに立っている次第です。

２�．世田谷を、東京で一番子育てしやすいまち

に

世田谷の子ども条例は、いろんな問題を抱え

ながら、都内で初の条例になんとかこぎつけた

ということであったと思っています。それまで

の流れのなかで、条例の素案をつくり、議会の

場でも様々に提案し議論を重ねていった、そう

いうことがある。その中では、「子どもの権利

というけれど、素案段階はもっと格調の高い、

内実のあるものだったのに。条例案になった瞬

間にトーンダウンした」、「推進計画や救済が弱

い」、「これなら子どもを守る宣言とか憲章とか

でもよかったじゃないか」、「どうして子ども条

例にしたんだ」……とかですね。こうした多種

多様な議論があって、それらを乗り越えて条例

を成立させ、それを根拠にまだ十分ではないか

もしれませんが、今日のような施策に反映され

ていったと考えられます。

2003 年に世田谷区の区長選挙があり、7 期

28 年勤めた区長から新区長に交代。首長が変

わった。だから、条例の推進は今後どうなるん

だろうかという議論も実際あったと思います。

2003 年に新区長体制になって、2004 年に条例

の推進をめざして新しく子ども部を発足させ、
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2005 年に推進計画をつくっていくのですが、

このような流れの中で確認できたのは、当たり

前といえば当たり前ですが、実は子ども条例の

中にうたわれた精神というのは、時の首長が変

わっても、変わらない大きな理念である、とい

うことです。

条例という法整備をすることで、それが根拠

となって自治体施策の中にその理念が打ち込ま

れていった。世田谷区はそれを経験した、条例

にはそうした力があるのだということを、改め

て実感しました。前区長は 6 つのゼロといって、

待機児ゼロ、いじめゼロ、虐待ゼロなどを言っ

てきて子ども条例を制度化した。現区長も、世

田谷を「東京で一番子育てしやすい町」に、と

掲げ子ども施策を推進されていますし、条例を

もって方針が継続しています。

世田谷区子ども条例の基本方針は以下の 5 つ

の点が挙げられます。①すべての子どもが育つ

ことに関する基本的な考え方を示す、②保護者・

学校や区民、区の責任の明確化、③地域社会や

区政への子どもの参加、④子どもの施策に関す

る計画の総合的かつ計画的推進、⑤子どもが理

解できる表現による条例、です。

条例の第 16 条に基づいて推進計画をつくる

とし、2005 年の 4 月に子ども計画を策定。子

ども計画には、「子ども条例の推進計画として

策定する」と書かれ、「基本計画の方向を踏まえ、

区の教育ビジョンやすこやか親子プラン（保健

所がつくる健康基本計画）などと連携して作成

する。また、次世代育成支援対策推進法にもと

づく行動計画で

あることを内包

する」ことが明

記 さ れ て い ま

す。

３�．条例を根拠に次世代育成の何を取り組んで

きたか

子ども計画は、子どもが本来もっている「自

ら成長し育つ力」を、「心豊かな元気な子ども」

（＝元気子ども）と位置付け、その「元気子ども」

を様々な社会資源と地域社会の連携によって見

守り、地域社会全体で応援していくことを基本

的な考えとしています。基本的な視点として、

「自立と選択」、「予防と緊急対応」、「多様性と

継続性」などが掲げられています。計画の柱だ

て、これが今の子ども計画の体系になっており、

大きく 3 つに分類しています。「要支援を含む

元気子ども対策」「緊急対応」「基盤整備」とく

くり、様々な施策を展開しているのですが、こ

のような計画、施策は、どの自治体も工夫され

ているし大差なく掲げられていると思います。

いってみればあれもこれもと幕の内弁当状態に

なっている（笑）。しかし、世田谷区の施策で

はその中でもかなり先駆的ではないかと思って

います。

では、世田谷区は何をもって特色とするか。

区の取り組みの例示として 6 点ほどあげてみた

いと思います。

1 点目が子育てステーションで、駅前に遊び

とあずかりと相談と保育の 4 つのサービスを集

中させて多機能型の子育て支援拠点をつくる。

利便性の高いところにつくろうというもので、

2006 年 10 月からはじまって区内に 3 カ所開設

してきました。ここでいう保育所は都の制度で

ある認証保育所で、そこに「お出かけ広場」と

いう国の補助金（人口 10 万人に 1 カ所）を得

て遊びの機能を付加し、国のパイロット事業を

使って預かり機能も入れた。また、発達障害の

お子さんの相談をと発達相談も行なう施設で

す。

2 点目が多様な保育サービス。区には、認可
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保育園、認証保育所、保育室、保育ママなどが

あり、延長、休日、年末、病時、病後時、緊急

一時などさまざまな保育施策を進めている。

2006 年から 6 カ年で 2210 名の待機児童の解消

をはかるとして今、区をあげて取り組んでいる。

その中で保育の質をどう担保するかということ

や、どうやって評価していくのかという問題が

改めてつきつけられており、そこを考えつつい

ろいろな保育サービスを展開しています。

3 点目が子育てカレッジ。これは、条例でい

う啓発や子どもの参画をどう具体化するかと

いったことを念頭に進める取り組みです。小田

急線経堂駅そばにある「子ども子育て総合セン

ター」をベースに中高生の支援、親支援、子ど

も施設職員のレベルアップなどを行なっていま

す。また、子育て中の親子の交流の場としての

「子育てメッセ」なども開催しています。

4 つ目が児童虐待の支援チーム、の活動です。

これはおそらく全国でもあまり例がない取り組

みで、2007 年 11 月 1 日に厚生労働省の要保護

児童対策模範事業ということで表彰状を頂戴し

た。困難ケースへの緊急対応や人材育成、虐待

対策ネットワークの調整機能で、これらをチー

ム制で行なうものです。簡潔にいうと、係がで

きていて、ここに事務の職員が 2 人、その外に

保健士、心理士と都の児童相談所ＯＢもいてス

クランブル対応しています。

5 番目は産後ケア事業です。心身ともに不安

定になりやすい産後の一定時期（生後 4 カ月ま

で）に、区が支援を必要と判断した母子を対象

に、母体ケア、乳児ケア、育児相談・指導、産

後体操などを行う産後ケアセンターが田園都市

線桜新町駅の近くにあり、宿泊、日帰りで利用

できる施設となっています。今年 3 月のスター

トですが、非常に需要が高まってきています。

6 番目の（仮称）発達・発育センターは、来

年の 4 月、国立成育医療センターの土地を区が

借り受けて、発達障害など「配慮を要する子ど

もへの支援」を実施するために、相談、診断・

評価、療育、地域支援機能などを行うセンター

施設です。24 時間対応型の複合型保育施設と

併設です。

特色ある事業として、今お伝えしたことのほ

かにも、たとえば新ＢＯＰ事業（全国に先駆け

て学校施設の中に学童保育機能を持つ事業を展

開、学童保育の待機児童はゼロ）や、区内 4 カ

所で展開されている全国初の常設のプレーパー

ク（自分の責任で自由に遊ぶ冒険遊び場事業）

などもあげられます。

４．子ども条例という理念をもつということ

世田谷区は子ども条例をもっている、その中

で在宅の子育て支援をどうするんだとか、発達

障害の子どもの支援をどうするんだ、虐待をど

うするんだといった各論の議論はずう～っと

あったわけです。そうした各論の議論を経て、

いわばある種抽象的な子ども条例ができて、そ

のよくいえば理念的な条例をもって、今度は各

論の議論に入っていった。議会の議論は区民の

議論であるのですから、今度はできた条例を根

拠にもう一回各論の子ども支援のためにいった

い具体的に何をしなければならないかという議

論に戻していく。これをやってきたということ

だと思っています。その象徴の一つが子育てス

テーションのような施設に現れていると思いま

す。

ソフトの面で相談を例にとって説明してみま

す。たとえば、世田谷の人口は 80 万人強。大

きいので地域を 5 つに分割して、5 つの地域に

福祉事務所や保健所にあたる「地域子ども家庭

支援センター」を設置し相談などにあたってい

ますが、虐待防止の機能を有する「子ども子育
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て総合センター」（子どもセンターの基幹施設）

や児童相談所などが様々に連携しながら、親子

の自立、自律を育んでいこうと、体系的に取り

組んでいます。

以上のような施策や機能を縦糸と横糸にし

て、また、年齢別に必要な機能を考慮しながら、

様々に施策を打っていく。条例そのものをつ

くったことが計画や施策の推進の根拠になる

し、大きく意義があった。また重なりますが、

条例をつくる過程でもものすごく議論があっ

た、条例をつくるということはそういうこと。

実は、そのような議論そものものに大きな意義

があったとも考えられます。

５．次世代育成支援・後期計画に向けて

これから後期の子ども計画をつくっていくわ

けですが、これについては、さまざまに実態調

査を始めています。国が求めるニーズ調査はも

ちろんですが、それだけでなく一人親の調査や、

区民意識調査なども進めています。

その際、何よりも子どもの意見をきくことが

大事であると考えています。世田谷区には法で

いう協議会はないのですが、「子ども青少年問

題協議会」という 1953 年（昭和 28 年）の地方

青少年問題協議会法を根拠にしたしくみがあり

ます。ですが、そもそもが青少年の指導、育成、

保護及び矯正など非行防止対策を目的としてお

り当然足りません。そこで、次世代育成支援対

策法で求められている事業者なども入れた意見

交換会やシンポジウムなども頻繁に行う予定で

す。

肝心の子どもの意見を聞くということでは、

児童館職員に声をかけていて、15 ～ 20 人くら

い集まってもらい意見を求めていきたいと、先

日常任委員会にも報告したところ、議会では「さ

らなる充実を」というご指摘がありました。直

ちに拡大の方向で検討すると約しました。もう

ちょっとがっちりやろうと、子どもたちにたく

さん参加してもらい、子どもの意見を聞くしく

みをつくろうと考えているところです。

そのほか、世田谷区では私立などの小・中学

校に行っている子どもも多く（中学生で約 4 割

程度）、教育委員会では区立の子どもが対象の

諸事業は展開していても、私立などの学校に

通っている児童・生徒への対策はなかなか進ま

ない。このため、区立学校ですでに実施してい

る子どもの成人病予防検診を私立生対象にも

と、検討を重ねています。同じ納税者としての

区民ですので、その外にも具体的な一人一人の

子どもに届く子ども支援を考えないとと、思っ

ているところです。

以上、いろいろと述べてきましたが、これも

条例化の動きの中で、

当時のおおぜいの区

民、活動団体や議会の

議論があったからこ

そ、今の総合的な子ど

も施策の展開があると

思っています。

―世田谷区は、条例制定が早かったことか

ら、時間をかけて条例を背景に次世代育成支援・

前期計画をつくっており、それが、子ども施策

の体系図や施策の広がりに反映されていること

がわかりました。連載の最終回となる次回は、

森田明美さん（東洋大学教授）による問題提起

「次世代育成支援・後期計画に何を盛込むのか」

を経て行われた、子どもの権利を保障する子ど

も支援の総合化をはかるための議論などを詳報

します。
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【よびかけ】
来年 2009 年は、子どもの権利条約が国連で採択されて 20 年の記念すべき年になります。また、

国連・子どもの権利宣言が 1959 年に採択されてから 50 年目となります。

この記念すべき年に、私たちは、子どもの権利条約採択 20 周年記念事業（ＣＲＣネット 2009）

を呼びかけ、2009 年を子どもの権利条約飛躍の年にしたいと思います。

主な理由は、以下の 3 点です。

一つは、日本の子どもたちの現実は依然として厳しいものであり、日本の子どもたちの自己肯定

感は急激に低下しています。私たちの調査でも、自己肯定感の低下が子どもたちの能動的な活動意

欲、具体的には学習意欲や生きる意欲、人とかかわり意欲、立ち直る意欲などを失わせていること

が明白になっています。自己肯定感の回復は日本の子どもにとって最優先の課題といえましょう。

子どもの参加と自己実現、それを支えるおとな社会のバックボーンとして、子どもの権利条約が果

たす役割はとても大きいものがあります。

二つには、上記のような子どもの現実を直視して、この 20 年間の間に、日本国内では、地域に

おける子どもの権利の実現、子ども支援の拡大などについて、さまざまな市民・ＮＰＯ活動や自治

体施策が進展してきました。私たちは、そのような全国各地における子ども支援の取り組みの成果

を共有し、さらに深めていくことが求められています。

三つには、上記のような成果を確認しつつ、現実には、子どもの権利条約の認知度が落ちてきて

おり、各地における子どもの権利実現を妨げてきた「伝統的な考え方」、たとえば、権利はわがまま

を助長といった発想が日本社会に根強く残されていることを注視しなければなりません。とくに近

年「子どもの権利バックラッシュ」というべき意図的な子どもの権利批判の世論が形成されてきて

おり、その克服が切実な課題になっていることです。

以上のような状況をふまえて、わたしたちは、以下の趣旨・目的で、ＣＲＣネット 2009 を提案

したいと思います。

賛同いただける場合は、まずは下記の事務局まで、賛同団体、代表者、連絡担当者、連絡先（住所・

TEL・FAX・Email・ホームページアドレス等）をご連絡くださるようお願いします。期限は 2009

年中です。

子どもの権利条約
採択 20 周年記念事業ネットワーク 2009

（略称：ＣＲＣネット 2009）への参加・協力のお願い
2008 年 12 月 10 日（世界人権宣言 60 周年）

ＣＲＣネット2009　発起人代表　喜多明人
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【主な目的】
１　子どもの権利条約の普及・啓発

２　子どもの権利条約の実施・普及活動の成果の共有

３　子どもの権利条約の効果的な実施への寄与

【主な取り組み】
１　貴団体の事業等に「子どもの権利条約国連採択 20 周年記念」の冠をつけ、団体内に子ども

の権利条約を改めて位置づけるとともに、団体内外に子どもの権利条約のことを知らせること。

２　貴団体のニュースレター・機関誌・雑誌等で、「子どもの権利条約」にかかわる「特集」を

組むこと。そこで、とくに子どもの権利条約の意義を確認すること。

３　貴団体の取り組みを CRC ネット 2009 事務局に集約し、情報や取り組みの共有を図ること。

【ＣＲＣネット2009　発起人（50音順）－いずれも個人資格です。】
明橋大二（精神科医）

荒牧重人（山梨学院大学）

奥地圭子（東京シューレ）

甲斐田万智子（国際子ども権利センター）

喜多明人（早稲田大学　発起人代表）

清川輝基（チャイルドライン支援センター）

黒岩哲彦（弁護士）

高橋博久（子どもの遊ぶ権利のための国際協会ＩＰＡ日本支部）

田中文子（子ども情報研究センター）

坪井節子（弁護士）

西野博之（フリースペースたまりば）

森田明美（東洋大学）

吉田恒雄（駿河台大学）

【事務局】
子どもの権利条約総合研究所

〒 162-0052	 東京都新宿区戸山 1-24-1　早稲田大学文学部 33 号館 1576 号室

	 TEL03-3203-4355　FAX03-5286-3595

	 E-mail　　npo_crc@nifty.com

以上
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	 DATE	 DOCUMENT 	 DATE	 DOCUMENT

2009/1/16	 朝日新聞
	 今年を基礎科学力強化年に　文部

科学省
文部科学省は 13 日、塩谷文科

相を本部長とする「基礎科学力
強化推進本部」を省内に設置し
た。08 年のノーベル賞で、日本
で育った 4 人が受賞したことを
受け、今年を「基礎科学力強化年」
と位置付けた。科学技術と大学
教育などの施策について調整機
能を強化する。また、若手研究
者への支援拡充や世界から人材
が集まる魅力的な研究環境づく
り、理数教育の充実など幅広い
取り組みも検討していく。

2009/1/17	 朝日新聞
	 公立小中7校に塾講師らを派遣　

大阪府、豊中など3市へ
大阪府教育委員会が学習塾と

連携することを決めた放課後学
習「おおさか・まなび舎」事業で、
豊中、和泉、守口各市の公立小
中学校計 7 校に今月下旬から、
塾など 3 社の講師が派遣される
ことが決まった。基礎学力づくり
を手伝う。同事業で連携が具体
化するのは初めて。3 社はとりあ
えず 3 月末まで、無料で派遣する。
豊中市では市立第七中で大手学
習塾サピックスの 2 人が火曜と
日曜の各 1 時間、1 年生の希望者
に計算の基礎を教える。和泉市
では市立中 2 校（学校は調整中）
で第一ゼミナールの講師が平日
の放課後に週 4 コマ程度、宿題

などの自主学習を支える。守口
市でも市立小 3 校と市立中 1 校

（同）で月 2 回、家庭教師派遣の
トライの講師が指導する。いずれ
も 4 月以降の取り組みは未定と
いう。

2009/1/18	 朝日新聞
	 中山前国交相講演、また「日教組」

発言　教育正常化推進大会　／大
分県

自民党県議や市民団体が共催
する「大分教育正常化推進県民
大会」が 17 日、大分市高砂町の
iichiko 総合文化センターであり、
前国土交通相の中山成彬・衆院
議員（宮崎 1 区）が講演した。
中山氏は、就任 5 日で国交相を
辞任する引き金となった「成田
空港はごね得」「日本は単一民族」

「日教組をぶっ壊せ」などの自身
の発言について、「失言と言われ
たが、失言とは思っていない。問
題提起だ」と主張。一連の県教
委汚職事件にも触れ、「大分県の
教育委員会の問題は日教組にあ
る」などと訴えた。また、大阪府
の教育行政を「ひどい」と批判。

「大阪はひき逃げが多い。権利ば
かりを声高に唱え、義務や責任
を教えていないから、そういう若
者が育つのだろう」と持論を語っ
た。

子どもの人権関係の報道と記録から… 

★DOCUMENT・ドキュメント・記録（No.96／2009年 1月16日～2009年 3月15日）★
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2009/1/19	 産経新聞
	 市立全校で小中一貫教育　24年

4月から、横浜　
横浜市教育委員会が平成 24 年

4 月からすべての市立小学校と中
学校で小中一貫の 9 年間の教育
を実施する方針を決めたことが
19 日分かった。市教委によると、
小学校は 346 校、中学校は 145
校あり、これだけの規模で小中
一貫教育を実施するのは全国で
初めてという。小学校と中学校 1
校ずつの連携だけでなく、1 つの
中学校と複数の小学校、複数の
中学校と複数の小学校の連携な
ど、地域の実情に応じた柔軟な
形で実施する。市教委は「9 年間
の連続性のある教育を行い、一
人一人の学習状況に応じたきめ
細かい対応で学力向上などにつ
なげたい」としている。横浜市
は 18 年に、将来の小中一貫教育
の導入を目指すこと決めた。20
年 4 月から中学校 28 校と小学校
57 校で先行して小中一貫教育を
実施しており、準備が整い次第、
順次拡大して 24 年 4 月に全面導
入するという。

2009/2/3	 産経新聞
	 中 1の「落ちこぼれ」　夏期補講

で解消　京都府教委
授業についていけない 1 年生

を対象に、今夏から京都府内の
公立中学で小学校の学習内容の
補講を行うことを決め、府教委
は 3 日、府の平成 21 年度一般会
計当初予算案に事業費約 3000 万
円を計上した。全国学力テストで
小学校レベルの分数問題が解け
なかった中学生は、分数を使わ
ない問題も解けない傾向があり、
中学最初の夏休みに「落ちこぼ
れ」の芽を摘むのが狙い。都道
府県教委レベルでこうした夏季

補講を行うのは、全国で初めて
という。新事業は、授業を振り
返って勉強（スタディー）するこ
とから「ふりスタ」と命名。府教
委学校教育課は「中学の授業は 1
年生の 2 学期から内容が高度化
する。最初の夏休みは落ちこぼ
れを防ぐ最後の機会」ととらえ
ており、夏休みに計 10 日間、1
日 3 ～ 4 時間実施する。小学校
高学年で学ぶ分数や比例の基礎
を復習するほか、必要な生徒に
は国語の補講も実施。英語の文
法や社会科の理解に必要な漢字、
基礎的な文法、接続詞を学ぶ。
講師は中学校教員のほか、小学
校の退職教員や大学生を配置。
受講生の選抜や補講内容は各校
で決め、学期中の土曜日など夏
休み以外の実施も認める。

2009/1/19	 朝日新聞
	 多様な学びの場、法制化求め提言

フリースクール団体
各地のフリースクールやフリー

スペースなど 67 団体からなるＮ
ＰＯ法人「フリースクール全国
ネットワーク」は、多様な学びの
場を学校と並んで教育制度に位
置づけ、公的に支援することを
求める政策提言を採択した。提
言は、11、12 日に開催された初
めての大会の議論をもとにまと
められた。制度改革として⑴学
校教育法と並ぶ新しい法律をつ
くり、フリースクールなどを公教
育に位置づける⑵公費助成の制
度をつくり、在宅での学習（ホー
ムエデュケーション）には教育費
を交付する――などを掲げた。
今後、関係省庁や自治体、国会
議員に働きかけていく計画だ。
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2008/1/27	 産経新聞
	 大阪市教委、体力テスト結果を来

月中旬にも公開へ　
大阪市教育委員会は 27 日、文

部科学省が実施した「全国体力・
運動能力・運動習慣等調査」（全
国体力テスト）の大阪市のデータ
について、分析や今後の取り組
みと合わせて 2 月中旬をめどに
公開することを決めた。市町村
別データ公表を正式表明したの
は全国初。公開するデータは握
力、ソフトボール投げなど 8 種目
の種目別平均値と 5 段階評価、8
種目の数値を得点化した体力合
計点。学校別の数値は公表しな
い。池田知隆・市教育委員長は「子
供たちの運動能力、体力を市民
に知ってもらいたい」と理由を明
らかにした。文科省は、都道府
県教委による市町村別データ開
示は禁じているが、市町村教委
が自主的に公表することは認め
ている。

2009/1/31	 小中学校の9割、携帯禁止　文科
省も初の指針

子どもの携帯電話をめぐり、
文部科学省は 30 日、全国の公立
学校の取り組み状況を公表した。
昨年 12 月 1 日時点で学校への持
ち込みを「原則禁止」としてい
るところは小学校で 94・2％、中
学校では 98・9％に及ぶ。高校は
2 割だが、認めているところも大
半が校内での使用や授業中の使
用を禁止していた。文科省はこ
れを受け、国としては初めて「小
中学校は持ち込みを原則禁止」

「高校は校内での使用を禁止」と
いう指針を決定。30 日、携帯電
話 や ネ ット の 危 険 性 の 教 育、

「ネットいじめ」などへの対応の
徹底を含め、全国の都道府県、
政令指定市の教育委員会などに

通知した。文科省の調査では、
学校への持ち込みを例外なく一
律に禁止しているところは小学
校が全体の 36・3％、中学校は
45・2％。防犯や緊急連絡などに
必要と考える保護者がいること
を踏まえ、「原則禁止」としつつ

「一定の理由に限って家庭の申請
で持ち込みを認めている」ところ
が小学校で 51・4％、中学で 50・
0％あった。特定のサイト以外は
つながらないなど、機能を限定し
た機種に限って家庭の申請で持
ち込みを認めている学校も、小
学校で2・0％、中学校で0・8％あっ
た。文科省は今回の通知で、学
校任せにせず教委としても考え
方をまとめるよう求めている。

2009/2/3	 産経新聞
	 文科相が「心を育む5つの提案」

塩谷立文部科学相は 3 日、4 月
から先行実施される小中学校の
新学習指導要領で道徳教育が重
視されることに絡み、「先人の生
き方に学ぶ」などとした「『心を
育（はぐく）む』ための 5 つの
提案」を発表した。提案は⑴「読
み書きそろばん・外遊び」を推
進する⑵校訓を見つめ直し、実
践する⑶先人の生き方や本物の
文化・芸術から学ぶ⑷家庭で生
活の基本的ルールをつくる⑸地
域の力で教育を支える。生活の
基本的ルールについて、塩谷文
科相は「私の提案」として、「い
じめるな」「うそをつくな」「人に
迷惑かけるな」などの具体例も
挙げた。

2009/2/4	 産経新聞
	 橋下知事「教育バウチャー制導入

を」　府教委に検討提案
大阪府の橋下徹知事は 4 日、

子供の数に応じて学校の運営費
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に差をつける「教育バウチャー
（利用券）制」の府内の高校での
導入を検討するよう府教育委員
会などに提案したことを明らかに
した。教育バウチャー制は、行
政が保護者に利用券を配布した
うえで、より多くの児童生徒が入
学、利用券を集めた学校に対し、
公私立を問わず予算を配分する
制度。欧米を中心に導入されて
いる。文部科学省は平成 17 年に
研究会を発足させたが、学校間
の過度な競争を招くという指摘
もあり本格導入には至っていな
い。橋下知事は、府教委が進め
る“公立エリート高校構想”に
反発する府立高校長が約 7 割を
占めたとする報道機関のアン
ケート結果を引き合いに出し、「ス
ポーツ、勉強を伸ばす気がない
からあんなことを言う。府民を冒
涜する校長がはびこる公立高校
は抜本的な改革が必要」とバウ
チャー制の意義を強調した。

2009/2/9	 朝日新聞
	 英語必修化、小学校の現場「不安」

53％　500校調査
今春から多くの小学校で英語

の授業が始まるのを前に、旺文
社が全国500の小学校から集まっ
たアンケート結果をまとめたとこ
ろ、半分以上が「英語必修化」
に不安を抱いているという結果
が出た。一方、教育委員会で「不
安」というところは 2 割ほど。現
場と行政で認識の隔たりが目立
つ。旺文社は昨年 8 ～ 9 月、無
作為抽出した 5 千の小学校と全
都道府県・市町村教委に調査票
を配り、505 校、173 教委から回
答を得た。11 年の必修化に向け
て導入がスムーズに進むと思う
か」との問いに、「課題があり、
導入には不安が残る」と回答し

た小学校は 53％、「課題はあるが
導入の見通しは立っている」は
36％。「スムーズに導入できる」
は 9％にとどまった。一方、教委
のうち「不安が残る」は 22％、「見
通しは立っている」は 57％、「ス
ムーズにできる」は 17％。全体
的に学校より楽観している傾向
が出た。アンケートでは、英語教
育の環境についても項目を挙げ
て尋ねた。小学校で「あまり整っ
ていない」「まったく整っていな
い」という回答の合計が多かっ
たのは「進学先の中学校との情
報交換体制」（80％）、「同一中学
に進学する近隣小学校との情報
交換体制」（76％）、「教師が研修
に参加する費用」（71％）、「学校
外での研修会参加などのサポー
ト」（74％）などだった。逆に「整っ
ている」「ある程度整っている」
との回答が多かったのは、「ＡＬ
Ｔ（外国語指導助手）の来校頻度」

「年間指導計画や指導案」「英語
の教材」「市町村教委からの情報
や研修」など。「現在問題になっ
ていること」で多かった項目は、

「指導内容・方法」（79％）、「評
価内容・方法」（64％）、「指導計画」

（63 ％）、「 教 材・ 教 具 」（58 ％）
など。「何をどうやって教えるの
か」に不安を感じていることがわ
かった。

2009/2/11	 毎日新聞
	 つくば市教委：来年度、市立全中

でチューター制度導入　筑波大生
が補習授業　／茨城

つくば市教委は 09 年度から、
教員を目指す筑波大生を市立中
全 14 校に派遣し、放課後や休み
期間中の補習授業で指導させる

「放課後学習チューター制度」を
導入する。“地域資源”である学
生の力を借りて、学校ごとに苦
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手科目を中心に補習授業を行い、
基礎学力の底上げを狙う。同市
教委指導課によると、市内では
市立谷田部中が 04 年から夏・冬
休みに大学生らが指導する補習
授業「谷田部塾」を実施している。
今回は市内全域に取り組みを拡
大する。同課が筑波大生や同大
学院生からチューターを募集し、
各中学校に派遣。学校ごとに英
語、国語、数学、理科、社会の 5
教科から全国学力テストや県の
学力診断テストの平均点が低い
科目を選び、放課後や夏休みに
自主参加の補習授業を開く。授
業では教員とチューターがペア
を組む。指導のスタイルは現場
の裁量に任される。

2009/2/11	 毎日新聞
	 教員採用試験10年度の透明化は

文科省が改善調査公表
文部科学省は 11 日、09 年実

施する 10 年度公立学校教員採用
試験について、各教育委員会が
09 年度試験と比べてどのような
改善を図っているかの調査結果
を公表した。大分県の採用汚職
事件を受け、09 年度試験でも改
善が図られたが、64 都道府県・
政令市教委のうち 51 教委が、10
年度はさらに試験を透明化する
などの措置を行うことを決めて
いた。他の教委も改善に向けた
検討をしているという。1 月 30
日現在の状況をまとめた。採用
基準公表に関して「部分公表か
ら全面公表に改める」「ホーム
ページ上でも公表する」など、
09 年度より改善することを決め
たのは 35 教委。試験問題や解答、
配点の公表については 29 教委が

「問題の持ち帰りを認める」など
の改善をする。本人への成績開
示では、22 教委が開示範囲の拡

大などを行う。答案などの元デー
タと確定データの照合について
は「教育委員会事務局以外の第
三者を加えて実施する」（さいた
ま市）など、改善を決めたのは
11 教委だった。

2009/2/13	 読売新聞
	 「金融リスク」中高生学ぶ
	 題材にリーマン、ライブドア

世界的な金融危機を見据え、
今だからこそ教えられる――。金
融商品や株式投資について、危
険性を含めて中学・高校生に伝
える取り組みが広がっている。講
師を務める大学教授や教師らは

「金融から目をそらせば、生きた
経済を学ぶことはできない」と
訴えている。「ライブドアのこと、
知ってる？」。阪南大（大阪府松
原市）が先月開催した中学・高
校生向け講座「株式投資から学
ぶ戦略的思考」で、中條良美准
教授（経済学）が問いかけた。
株価が暴落する危険が潜むこと
を伝え、「低金利の今、タンス預
金や銀行預金でお金は増えない」
と語りかけたところで、生徒から

「株価の動きは予測できないので
すか」と質問が出た。中條准教
授は「予想は不可能」と言い切り、

「リスクの正体は株価の振れ幅」
と本題に。インターネットで調べ
た株価をグラフにして振れ幅を
分析する方法を紹介し、「銘柄を
分散して長期保有すれば、リス
クは小さくなる」と説明した。利
用しているのは、日本証券業協
会と東京証券取引所グループが
中学生以上を対象に提供する模
擬投資ゲーム。架空の 1000 万円
を元手に実際の株価に基づいて
売買する仕組みだ。銘柄を選ぼ
うと半年前の株価と見比べた生
徒は「リーマンショック」を実感。
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企画した半田和弘教諭（47）は「株
価が生活に直結していると感じ
てもらえた」と手応えを語る。家
森信善・名古屋大教授（金融論）
は「今後、金融教育はさらに重
要性を増す。株から見える経済
の動きや、金融商品以外の資産
管理もバランスよく指導してほし
い」としている。

2009/2/16	 毎日新聞
	 指紋集め　教諭らを処分　三重・

海星高
三重県四日市市の私立海星高

（西田秀樹校長）で 1 年生を担任
していた男性教諭（57）が盗み
を疑って生徒らの指紋を集めた
問題で、同高を運営する学校法
人エスコラピオス学園（ヘルマン・
ルンブレラス理事長）は 16 日、
この教諭を同日付で減給 10％ 3
カ月と謹慎 1 カ月、西田校長と
教頭をけん責処分にしたと発表
した。教諭は担任を外されて自
主的に謹慎しているという。教
諭は昨年秋から授業妨害などを
した生徒 4 人の反省文に指紋を
押させたほか、1 月 21 日には生
徒の所持品紛失に際し、クラス
の 27 人全員を教室に残し、4 人
を除く 23 人に人さし指などの指
紋を押させた。西田校長は「教
育者としての徳義に反した行為
だが、生徒や保護者から担任復
帰や処分軽減の嘆願が出ている
点も考慮した」とコメントした。

2009/2/19	 時事通信
	 中学校長に文科省キャリア＝東

京・品川区
東京都教育委員会は 19 日、品

川区立大崎中学校の校長に、文
部科学省出身のキャリア官僚で
ある浅田和伸内閣官房内閣参事
官（47）を 4 月 1 日付で起用す

ると発表した。文科省によると、
同省キャリアが公立校の校長に
なるのは初めてという。品川区教
委によると、浅田氏から昨年 10
月、「教育改革に熱心な品川で、
現場を経験したい」と申し出が
あったという。浅田氏は 1985 年
に文部省（現文科省）に入り、
大臣秘書官や高等教育局専門教
育課長などを務めた。

2009/2/19	 毎日新聞
	 都教育委合否判定改ざん、高校長

を懲戒免職に
東京都立日本橋高（中央区）

が 06 年度入試で合否判定資料を
改ざんし、退学後に再受験した
元生徒 2 人を不合格にした問題
で、都教育委員会は 19 日、当時
校長の苗村深（ふかし）教諭（60）
を懲戒免職、同副校長の男性教
諭（58）を停 職 3 カ月にした。
また、都教委は同日、品川区立
大崎中校長に文部科学省出身の
浅田和伸・内閣官房内閣参事官

（47）を採用すると発表した。文
科省のキャリア職員が公立小中
高校長に採用されるのは初めて。

2009/2/20	 読売新聞
	 「弱視」向け教科書　不足

教科書の文字が見えにくい弱
視の児童生徒のため、文字や図
を大きくした「拡大教科書」作
りが、新年度を前に全国のボラ
ンティアの手で進められている。
昨年できた法律で、拡大教科書
の発行は教科書会社の努力義務
になったが、対応はまだ十分進
んでいない。ボランティアの力に
も限界があり、必要とする子ども
の一部にしか行き渡らないとい
う。「拡大教科書作りは長い間、
個人や企業のボランティアに支
えられてきた。文部科学省による
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と、拡大教科書を必要とする普
通学級で学ぶ小中学生は全国に
約 1700 人いるとみられるが、実
際に手にできたのは約 600 人。
63 のボランティア団体が加盟す
る全国拡大教材製作協議会の土
屋宏さん（74）は、「ボランティ
アの高齢化や不足で、作製依頼
の 6 ～ 7 割にしか応えられてい
ない」と話す。障害のある子ども
のため、教科書のバリアフリー化
を進める法律が昨年 9 月から施
行され、教科書会社に教科書本
文の電子データをボランティアに
提供する義務と、拡大教科書発
行の努力義務が課せられた。今
春には小中学校の拡大教科書約
140 点が発行される見通しだが、
検定教科書全体の 3 分の 1 にす
ぎない。費用や手間がかかるた
め、対応が進まないのが現状と
いう。

2009/2/21	 産経新聞
	 日教組の教育研究集会　実践例報

告へ
日教組（日本教職員組合）の

第 58 次教育研究全国集会（教研
集会）が 21 日、広島市の広島国
際会議場などで始まった。23 日
までの 3 日間、教育格差やいじめ・
差別問題、新学習指導要領に伴っ
て今春から先行実施される小学
校の英語教育など、教育現場が
抱える問題について計 26 の分科
会で約 770 件の教育実践例が報
告される。昨年は、全体集会会
場だったグランドプリンスホテル
新高輪（東京都港区）が契約を
破棄したため、初めて全体集会
が中止された。今回は会場周辺
にフェンスが置かれるなど物々し
い警備の中での開催となった。こ
の日午後の「自治的諸行動と生
活指導」の分科会では、不登校

に関する現場報告が行われた。
岩手県のケースでは、不登校の
児童をめぐり、親との連絡を密
にする一方、クラスメートもこの
児童に働きかけていくことで不
登校から抜け出した事例が報告
された。また、午前に開かれた
全体集会では全国から約 3500 人
が参加。中村譲・中央執行委員
長は、全国学力テストや体力テ
ストについて「ゆとりはゆるみと
いう作られた批判から点数と順
位のみに関心を寄せ、上へ上へ
と子供たちをあおり立て、体力に
さえ順位をつけている」と批判し
た。22 日の特別分科会では、結
果公表をめぐり議論が分かれて
いる全国学力テストに関するシン
ポジウムが行われる

2009/2/24	 産経新聞
	 勉強時間　中国の半分なのに日本

の高校生 8割「きつい」　1日 8
時間

日本の中高校生の勉強時間は、
中国の中高校生のほぼ半分しか
ないことが 24 日、財団法人日本
青少年研究所のまとめた調査で
分かった。韓国の中高校生と比
べても少なかった。それでも日本
の高校生の約 8 割は学校の勉強
が「きつい」と感じており、学力
低下の一端をうかがわせる結果
となった。昨年 9 ～ 10 月、日米
中韓の主要都市の中高校生約
8300 人に対して、生活に関する
意識調査を行った。日本の中高
校生が学校や自宅、塾で勉強す
る時間は 1 日当たり平均 8 時間。
これに対し、中国では約 14 時間、
韓国は約 10 時間と、大きな差が
出た。同様の調査を行った平成 9
年と比べると、高校生は 1 時間、
中学生では 2 時間も勉強時間が
短くなっていた。にもかかわらず、
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学校の勉強を「きつい」と感じ
ている高校生は 77・2％にのぼっ
ており、4 カ国では最も多かった。
他の 3 カ国では 4 ～ 6 割程度に
とどまった。勉強時間は短いの
に、就寝時間は遅いという中高
校生の実態も明らかになった。就
寝時間が「午前 0 時以降」とい
う日本の中学生は約 35％、高校
生に至っては約 70％。一方、米
国や中国は中学生で 1 割、高校
生でも 2 割に満たなかった。中
高校生の約 8 割が、「よく疲れて
いる」と感じていることも判明し
た。また、「自分は駄目な人間だ」
と考えている中学生は約 5 割、
高校生では約 6 割に及び、他国
を大きく引き離している。規範意
識については、平成 9 年よりも「酒
を飲む」「たばこを吸う」という
不良行為は少なくなり、「暴力を
振るう」「言葉で人をいじめる」
という粗暴な行動が増加傾向に
あり、「我慢できず、切れやすい」
という子供たちの実態が浮かん
だ。

2009/2/27	 読売新聞
	 フリースクールの登校、高校通学

日数に加算…文科省方針
文部科学省は 27 日、不登校の

高校生がフリースクールなど学
校外の施設に通った場合、その
日数を通学日数に加えることが
できるようにする方針を決めた。
高校を卒業できずに若年無業者
ニートなどになるのを防ぐことが
狙い。3 月にも各都道府県に通知
し、新年度から適用する。同様
の措置は、これまで義務教育の
小中学校だけが対象だったが、
高校進学率がほぼ 100％に達し事
実上の「義務教育化」している
実態を踏まえた。フリースクール
と高校が連絡を取り合うことで、

不登校の生徒でも学校と接点を
持ちながら高校を卒業し、自立
につながることを期待している。
同省によると、不登校の高校生
は 2007 年 度、 約 5 万 3000 人。
このうち約 600 人がフリースクー
ルなどに通っている。

2009/3/1	 産経新聞
	 大阪府教委　3月末までに6割の

小中で「つまずき調査」実施
全国学力テストの成績低迷を

受け小中学生の基礎学力向上に
取り組む大阪府教育委員会が、
児童生徒がどの学年から学習に
ついていけなくなったかを調べ
る独自のテスト「つまずき調査」
を、3 月末までに約 6 割の小中学
校で実施することが 28日、分かっ
た。橋下徹知事が教育委員に起
用した小河勝氏（64）＝大阪樟
蔭女子大講師＝が中学校教諭時
代に行ってきた調査をベースに
した施策。個別のつまずき具合
を詳細に把握することで、学テ
で明らかになった「学力格差」
の解消につなげたい考えだ。つ
まずき調査は小 5 ～中 2 が対象
で、漢字と計算の 2 分野につい
て学年ごとに異なる問題の試験
を行う。府教委の呼びかけに応
じ、小学校 403 校（全 623 校）、
中学校 138 校（全 291 校）が調
査に取り組むことを決めており、
一部の学校は、始業時間前の学
習時間などを利用してすでに着
手している。試験問題には、対
象学年の学習事項に加え、それ
以前の学年で習った内容も盛り
込まれているため、何年生から
つまずき始めたかを個別に細か
く把握することが可能。実施の
数カ月後に同レベルの問題で再
び調査を行い、子供たちが苦手
分野をどの程度克服できたか検
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証する。

2009/3/4	 読売新聞
	 文科省中教審が参考指針

大学の学部教育（学士課程教
育）で付けておくべき力「学士力」
が問われている。全入時代で学
生確保の競争は激化する一方だ
が、現在の大学には「社会の期
待にこたえる教育内容になって
いない」「国際社会で通用するよ
うな成果を出していない」といっ
た声が高いからだ。文部科学省
の中央教育審議会は、そんな認
識に立って、昨年 12 月の答申「学
士課程教育の構築に向けて」を
まとめた。その中で、必要な学
士力の参考指針として、「文化や
社会の知識や理解」「コミュニ
ケーション能力や問題解決力な
ど職業生活に必要な技能」「自己
管理力」などを挙げた。日本の
大学の現状に対しては、「他の先
進国の大学では、何を教えるか
より何が出来るようになるかを重
視した取り組みが進むが、日本
は教育目的が総じて抽象的」「多
様化が進み、学士課程を通じた
最低限の共通性が重視されてい
ない」と指摘した。

2009/3/5	 産経新聞　
	 宿題を肩代わりしてくれるサイ

ト、サービス開始へ
	 このニュースのトピックス：学校

教育
お金を払えば宿題を肩代わり

してくれるという新しいウェブサ
イトが、フランスで 5 日からサー
ビスを開 始 する。このサイト
faismesdevoirs.com では、簡単な
算数・数学の問題なら 5 ユーロ（約
625 円）、学年末のプレゼンテー
ションならスライドと原稿を含め
て 80 ユーロ（約 1 万円）を支払

うことで、上級生が宿題を代わ
りに終わらせてくれるという。サ
イトを作ったステファン・ブーク
リ氏は、ロイターの取材に「隙間
市場に目を付けた」と語った。一
方、 教 師 ら は こ れ に 猛 反 発。

「ショッキングだ。生徒たちが自
ら問題を解くことを学ぶという教
育の目的を無視するもの」とパリ
郊外の中学校で英語を教えるア
ガタ・フィールド氏は語った。こ
れに対しブクリ氏は、問題を解く
過程も説明されているので生徒
の勉強にもなると反論している

2009/3/8	 朝日新聞
	 学童保育でけが、3割増　入所者

増え過密化が原因か
共働き家庭の児童らが放課後

を過ごす学童保育所で、子ども
がけがをしたと市区町村に報告
された件数は、07 年度分で 1 万
2832 件に上った。国民生活セン
ターの調査でわかった。初めて
調べた 06 年度分と比べて 3 割増
えた。増加理由について、セン
ターは、入所者の増加で施設内
の過密化が進んでいることを挙
げている。また、子どもの人数が
多い施設ほど、入院日数が長い
などの大きなけがが起きやすい
傾向がみられたという。このため、
指導員の適切な配置を提言して
いる。センターは、08 年 8 ～ 9
月に全 1811 市区町村を対象に報
告件数を調査し、1133 団体から
回答を得た。けがのうち、骨折
や脱臼などで入院したのは 179
件。うち死亡も1 件あった。ただ、
大半は遊具で遊んでいたり、ふ
ざけていたりして打撲や切り傷
などの小さなけがをするケースだ
という。けがをした児童の多くは
低学年の男児だった。センター
の渡辺多加子主任研究員は「適
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正な人数の見直しや施設の増設
を進める必要がある」と話してい
る。

2009/3/9	 朝日新聞
	 町村前官房長官、学力テスト下位

は「教職員組合が原因」
町村信孝・前官房長官は 9 日、

福井市で開かれた講演会で、地
元北海道の全国学力テストの結
果が下位となり、教育の見直し
を進めていることを挙げ、「一つ
の大きな原因は教職員組合。い
かばかりか、子どもを害している」
と発言した。町村氏は北海道の
テスト結果を「ワースト 3」と紹
介し、「文部大臣 2 度もやってる
のに、何やっていたのかと言わ
れても反論するすべもない」。教
職員組合を批判する大阪府の橋
下知事を持ち上げて「これを正
そうというのが橋下知事。先日、
激励の電話をしました」と明かし
た。トップクラスだった福井県に
ついては「非常識な先生が少な
いのではないか」とした。さらに
北海道で聞いた話として、「熱意
のある先生が子どもを教えようと
しても、やめさせてしまうのが教
職員組合の幹部の仕事なんです。
いい教育ができるわけがない」と
攻撃した。

2009/3/10	 読売新聞
	 「運動できる道産子」は学校も楽

しい…道教大・道教委調査
体力のある子供の方が、学校

生活を楽しんでいる。北海道内
の小中学生を対象に、北海道教
育大と道教育委員会が行った共
同研究で、体力テストの上位に
いる児童生徒ほど、現在の自分
に満足し、学校生活に前向きで
あることが分かった。体力向上に
は、運動時間の確保や、身近な

指導者の存在、食事を中心とす
る生活習慣の確立が必要なこと
も分かり、道教委は今回の結果
を基に、体育授業の改善などを
図る方針だ。研究は、道内の小
学 4 年（2030 人）、6 年（1886 人）、
中学 2 年（1642 人）を対象に実
施した。「縄跳びが出来るか」な
ど 9 項目の質問をし、「出来る」
を 1 点、「出来ない」を 0 点とし
て合計点を算出、生活実態との
関連性を調べた。その結果、普段、
運動している時間の長い子供ほ
ど、高得点になっている実態が
明らかになった。高得点の子供
は平日の勉強時間も長い傾向に
あることも分かった。生活実態で
は、高得点者ほど、朝食を毎日
食べており、食べ物の好き嫌い
も少なかった。一方、低得点者
ほど、テレビを見ている時間が長
い傾向があった。スポーツに対
する関心では、高得点者ほど体
を動かすことが好きだと回答。ほ
とんどが家族の中にスポーツが
好きな人がいたり、一緒にスポー
ツをする仲間がいたりすることも
分かった。また、8 ～ 9 点と高得
点だった子供のうち約 9 割が、
学校生活が楽しいと回答。「自分
が役に立っている」などと思う自
尊感情も高い傾向にあった。研
究をまとめた道教大の須田康之
教授（教育学）は「北海道の豊
かな自然を生かした授業や取り
組みが必要だ。冬場には、体育
館を開放して遊ぶ時間を作って
ほしい」と提言している。文部
科学省が昨年実施した全国体力・
運動能力調査では、下位に甘ん
じた道産子。道教委の吉田洋一
教育長は「体育の授業の改善な
ど、やれるところはすぐにやって
いきたい」と話している。
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2009/3/11	 産経新聞
	 自分嫌いをなくそう！　都が小学

生に「自尊教育」導入へ　
日本の子供たちは自分が嫌い

－。東京都教育委員会が公立の
小中学生、都立高校生を対象に

「自尊感情」について調査したと
ころ、中高生の 5 ～ 6 割が「自分」
を好意的にとらえていないことが
10 日、分かった。日本の子供た
ちの自尊感情の低さはこれまで
も指摘されてきたが、自治体レベ
ルで大規模な調査が行われたの
は初めて。都教委は現状を深刻
に受け止め、「自分の存在や価値
を積極的に肯定できる子供を育
てる」とし、4 月から小学校で試
験的に“自尊教育”を実施する。
都教委は昨年 11 ～ 12 月、都内
の小学生4030人、中学生2855人、
高校生 5855 人を対象に、自尊感
情や自己肯定感をテーマにした
アンケートを行った。調査結果に
よると、中学生では「自分のこと
が好きだ」との問いに、「そう思
わない」「どちらかというとそう
思わない」と否定的に回答した
割 合 が、 中 1 ＝ 57 ％、 中 2 ＝
61％、中 3 ＝ 52％に上り、全学
年で「そう思う」「どちらかとい
うとそう思う」と肯定的に答えた
割合を上回った。高校生でも否
定 的 な 考 え が目 立 ち、 高 1 ＝
56％、高 2 ＝ 53％、高 3 ＝ 47％
だ っ た。 小 学 生 で は、 小 1 の
84％が肯定的な回答をしたが、
学年が上がるにつれてその割合
は低下し、小 6 では 59％となっ
ている。

2009/3/12	 朝日新聞
	 教育再生懇、新体制で初会合　

ノーベル賞小林さんら加入
政府の教育再生懇談会（座長・

安西祐一郎慶応義塾長）は 12 日、

授業への模擬議会や模擬投票の
採り入れなどを通じ若者の政治
意識の向上を図る「主権者教育」
と、首長と教育長との関係や教
育長選任のあり方などを議論す
る「教育委員会」の二つのワー
キンググループの設置を決めた。

「科学技術人材育成」「スポーツ
立国」などのテーマも議論し、6
月ごろの中間報告取りまとめを目
指す。この日は、ノーベル物理
学賞を受賞した小林誠氏、北京
五輪銅メダリストの朝原宣治氏
ら新メンバー 6 人を加えた新体
制での初会合。麻生首相はあい
さつで、検討テーマについて「こ
れだけ国際化すると読み書き計
算、英会話が大事。公立学校の
質の向上など教育の機会均等の
話もある。科学の未来に期待す
るし、国民に感動を与えるという
意味ではスポーツは大きな要素
を占める」と述べた。

2009/3/13	 産経新聞
	 休職教職員の7割が精神系疾患

都教育委員会は 12 日、休職中
の公立学校教職員のうち精神系
疾患を抱えている人が約 7 割に
上り年々増加しているとして対
策を講じるため、精神科医や臨
床心理士らによる検討会を平成
21 年度に設置することを明らか
にした。同日の都議会予算特別
委員会で公明党の質問に答えた。
都教委によると、19 年度の教職
員の休職者は 602 人で、精神系
疾患を抱えている人は、69％の
416 人だった。15 年度は 60％の
259 人で、人数も割合も増加して
いた。文部科学省の調査では 19
年度の全国平均は 62％だった。
都教委はこれまでメンタルヘル
スの対策を行ってきたが、検討
会で原因を解明し対策を見直す。
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21 年度の早期に検討会を立ち上
げ、年度内に対策をまとめるとい
う。

2009/3/13	 朝日新聞
	 性教育めぐる都議の視察「不当な

支配」　東京地裁認定
東京都内の養護学校の元教諭

らが都議 3 人と都などに損害賠
償を求めた訴訟で、東京地裁（矢
尾渉裁判長）は 12 日、慰謝料計
210 万円の支払いを 3 都議と都に
命じる判決を言い渡した。03 年
に学校を視察した都議らが性教
育を実践していた教諭を非難し
たことが教育への「不当な支配」
にあたると指摘。都教委が教諭
らを厳重注意したことも裁量権
の乱用と判断した。「不当な支配」
は教育基本法で禁じられており、
教育現場への介入をめぐって不
当な支配があったと認める司法
判断は極めて異例。訴えていた
のは、日野市にある都立七生（な
なお）養護学校＝現七生特別支
援学校＝に視察当時勤務し、03
年 9 月以降に都教委から「厳重
注意」を受けた教諭や保護者ら
31 人。田代博嗣、土屋敬之、古
賀俊昭の 3 都議と都などに計約 3
千万円の慰謝料などを求めてい
た。判決は、都議らが同校を視
察した際の発言について「一方
的な批判で侮辱」と認定。「単な

る議論の範囲だ」とする都議側
の主張を退けた。そのうえで「学
校の性教育に介入、干渉するも
ので、教育の自主性を阻害して
ゆがめる危険のある行為だ」とし
て「不当な支配」にあたると判断。
同行した都教委職員が都議を制
止しなかったことも「不当な支配」
から教育を保護するよう定めた
改正前の教育基本法の教育条件
整備義務に反して違法だと述べ
た。同校では、知的障害がある
子どもは体の部位の認識が難し
いために人形などを使った性教
育をしてきたが、都教委側は「学
習指導要領に反する」として教
諭らを厳重注意とした。判決は

「同要領に反し、同校の児童生徒
の発達段階を踏まえないもので
あることが明らかだったとはいえ
ない」として「著しく妥当性を欠
き、裁量権の乱用だ」と結論づ
けた。
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